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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】
　平成26年９月10日付で提出した有価証券届出書の記載事項に一部誤りがあり、また平成26年12月18日付で半期報告書

を提出したことに伴い、関連する事項の記載内容の一部を訂正するため、有価証券届出書の訂正届出書を提出するもの

であります。

 

２【訂正事項】
第一部　証券情報

第２　売出要項

売出しに関する特別記載事項

(2）株式売却予定時期

第二部　企業情報

第２　事業の状況

１　業績等の概要

２　生産、受注及び販売の状況

７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第３　設備の状況

１　設備投資等の概要

２　主要な設備の状況

第５　経理の状況

１　財務諸表等

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、追加記載事項及び訂正事項を含む箇所について訂正後の

みを記載しております。

　また、訂正箇所の下線を省略しております。
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第一部【証券情報】

第２【売出要項】
 

【売出しに関する特別記載事項】
（２）株式売却予定時期

　平成27年３月以降

　食流センター社株式の売却にあたっては、「議会の議決を要する契約、財産の取得及び処分並びに重要な公の施設

に関する条例（昭和39年大阪府条例第13号）」第４条の規定に基づき、大阪府議会の議決が必要となるため、大阪府

議会平成27年２月定例会（予定）において議決を得た後、平成27年３月以降に本件株式売却を実行いたします。
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第二部【企業情報】

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　当事業年度における日本経済は、政府の景気対策等により企業収益や、個人消費を中心に改善の動きがあり、全体

として緩やかな回復傾向に推移しました。

　食品業界におきましては、景況感の改善により高価格帯商品を販売する動きがあったものの、消費者の日常的な食

料品に対する節約志向は依然として根強く、食品原料原価の上昇の影響もあり、食品卸売業にとっても厳しい状況が

続きました。

　当事業年度の業績は、店舗の退店や立体駐車場の譲渡等による賃貸収入の減少により、売上高が前期比7,771千円

（1.2％）減の643,795千円となりました。また、水道光熱費、修繕費及び委託費の増加により、営業利益が前期比

20,466千円（16.3％）減の104,952千円、経常利益が前期比81,706千円（42.4％）減の111,095千円となりました。さ

らに大阪府が実施する公募手続や当事業年度中の改修実績等を踏まえた結果、実行可能性の高い設備修繕計画を作成

することが困難になったため、修繕引当金全額を取崩し、修繕引当金戻入益190,630千円を特別利益に計上する一

方、減損損失や民営化推進費用等41,975千円を特別損失に計上した結果、当期純利益が前期比40,770千円（33.5％）

増の162,534千円となりました。

　なお、主要事業であります加工食品卸売団地の管理運営事業の実績は以下のとおりであります。

　まず、賃貸事業での店舗につきましては、青果物加工業者の規模拡大で１小間の増加があった一方、海苔卸売業者

と水産加工業者の廃業で2小間、喫茶店の規模縮小で1小間、合わせて3小間の減少が生じたことから、当事業年度末

の賃貸実績は、小間数においては、前期比2小間減の92小間となりましたが、賃貸面積では9㎡増の15,688㎡となりま

した。

　事務所につきましては、倒産した業者と営業拠点を場外に移した業者が各1社あり、当事業年度末の賃貸実績は、2

室減の3室、賃貸面積が85㎡減の843㎡となりました。

　また、倉庫につきましては変動がありませんでした。

　以上の結果、店舗、事務所、倉庫を合わせた年間平均賃貸率は、前期比0.6％減の71.3％となり、売上高に占める

加工食品卸売団地賃借料は、前期比10,032千円（2.9％）減の336,533千円となりました。

　なお、当事業年度末の空店舗は、67小間と2小間増加して引き続き厳しい状況にありますが、販売促進事業におけ

るイベント会場として利用するとともに、場内業者に繁忙期の倉庫等として一時貸しを行う等の有効活用に努めまし

た。

　また、施設管理事業につきましては、老朽化による補修（外壁塗装・防水・路面舗装）、周辺樹木の剪定、ハイウ

エイ灯の取替、駐車場の増設、法令に基づく整備工事（非常用照明設備の改修、消火器の更新）等を実施するととも

に、警備、設備管理、清掃等の業務について実態に即した委託を行い適正かつ効率的な執行に努めました。

 

第41期中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　当中間会計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動等の影響から、民間設備投資

を中心に弱めの動きがみられたほか、夏場の天候不順は、個人消費の一時的な下押し要因として作用しましたが、日

本銀行が今般拡大した金融緩和及び、追加的な政府の財政政策等により、雇用情勢の改善や輸出関連企業に業績の回

復が見られる等、全般的に緩やかな回復基調で推移しました。

　食品業界におきましては、円安による商品原価の高騰に加え、所得環境が改善されないなかでの消費税率引き上げ

による個人消費の減退等を背景に、業種・業態を超えた低価格競争が続く経営環境に晒されております。

　このような状況のなか、当社は賃貸率の改善をめざし、既存業者への店舗拡張の働きかけや、空き店舗の有効活用

等に努めてまいりました。当中間会計期間における賃貸率は、１小間の入店があったものの７小間の退店があったた

め、前事業年度末から3.2％減少し、68.0％となっております。また、平成25年12月に中央卸売市場内立体駐車場の

当社持分を大阪府中央卸売市場に譲渡し、平成26年7月に市場内賃貸施設等を株式会社北部冷蔵サービスセンターへ

譲渡したことによる賃貸収入の減少によって、当中間会計期間の業績は、売上高301,982千円、営業利益36,887千

円、経常利益36,369千円、中間純利益12,348千円となりました。

　なお、当中間会計期間は中間財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。

（以下「(2）キャッシュ・フローの状況」、「２ 生産、受注及び販売の状況」及び「７ 財政状態、経営成績及

びキャッシュ・フローの状況の分析」においても同じ。）
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(2）キャッシュ・フロー

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ38,556千円（19.6％）

増加し、当事業年度末には235,755千円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、130,825千円（前期比96.7％増）となりました。

　これは、修繕引当金の減少（190,630千円）等があったものの、税引前当期純利益（259,750千円）及び減価償却費

（67,036千円）によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、2,686千円（前期比93.2％減）となりました。これは、有形固定資産の取得によ

る支出（2,883千円）等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、89,582千円（前期比16.2％増）となりました。これは、借入金の返済による支出

（83,700千円）等によるものであります。

 

第41期中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、長期借入金の返済による支出があった

こと等により、234,502千円となりました。

　当中間会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、16,832千円となりました。

　これは、税引前中間純利益20,926千円に対し、減価償却費が18,799千円計上されていたものの、預り保証金が

34,651千円減少したこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、1,602千円となりました。

　これは、有形固定資産の取得による支出1,067千円等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、16,482千円となりました。

　これは、長期借入金の返済による支出10,600千円及び配当金の支払い5,882千円によるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績、受注状況

　当社の事業は不動産賃貸が主であり、生産、受注にかかる記載事項はありません。

 

（２）販売実績

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　　売上高の内訳

 
第39期事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

前期比
（％）

第40期事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

前期比
（％）

 金額（千円） 金額（千円）

 加工食品卸売団地賃貸料 346,566 97.4 336,533 97.1

 光熱水費使用料 175,258 105.6 193,412 110.4

 立体駐車場賃貸料 39,340 100.0 29,505 75.0

 土地賃貸料 34,686 100.4 35,118 101.2

 冷蔵庫・倉庫賃貸料 23,063 99.6 11,391 49.4

 その他 32,651 109.7 37,834 115.9

合計 651,566 100.5 643,795 98.8

（注）１.当社では、加工食品卸売団地の設置及び管理運営以外の主要なセグメントはありませんので、セグメント情報

の記載を省略しております。

２.最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりでありま

す。

相手先

第39期事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

第40期事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

 みくりや青果株式会社 84,240 12.9 91,334 14.2

３.上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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第41期中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

売上高の内訳

 
当中間会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

加工食品卸売団地賃貸料 153,522

光熱水費使用料 103,925

土地賃貸料 22,607

冷蔵庫・倉庫賃貸料 5,678

その他 16,248

合計 301,982

（注）１．当社では、加工食品卸売団地の設置及び管理運営以外の主要なセグメントはありませんので、セグメ

ント情報の記載を省略しております。

２．当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおり

であります。

相手先

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

金額（千円） 割合（％）

みくりや青果株式会社 48,498 16.1

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項については、有価証券届出書の訂正届出書提出日現在において当社が判断したものであり

ます。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表及び中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成さ

れております。

　なお、個々の「重要な会計方針及び見積り」については、「第５　経理の状況　１財務諸表等　（１）財務諸

表　注記事項　重要な会計方針」及び「中間財務諸表　重要な会計方針」に記載しております。

 

(2) 財政状態

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

（資産）

　当事業年度の資産合計は、2,856,933千円と前事業年度に比べて140,306千円（4.7％）の減少となりました。

　流動資産は、主として現金及び預金、未収還付法人税等の増加により、前事業年度に比べて45,497千円の増加

となりました。

　固定資産は、有形固定資産の取得があったものの、主として減価償却費、修繕引当金取崩等による繰延税金資

産の減少により、前事業年度に比べて185,804千円の減少となりました。

（負債）

　当事業年度の負債合計は、656,912千円と前事業年度末に比べ296,959千円（31.1％）の減少となりました。

　流動負債は、主として未払法人税等及び借入金の減少により、前事業年度に比べて74,259千円の減少となりま

した。

　固定負債は、主として修繕引当金、退職給付引当金及び約定返済に基づく長期借入金の減少により、前事業年

度に比べて222,700千円の減少となりました。

 

第41期中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

（流動資産）

　当中間会計期間末における流動資産の残高は、295,790千円となり、前事業年度に比べて5,408千円減少いたし

ました。これは主に、未収入金が8,955千円増加しましたが、前払費用が2,615千円、未収還付法人税等が11,801

千円減少したことによるものでありあります。

（固定資産）

　当中間会計期間末における固定資産の残高は、2,520,574千円となり、前事業年度に比べて35,159千円減少い

たしました。これは主に、減価償却費、固定資産の譲渡及び除却、更には繰延税金資産の取崩等により、有形固

定資産が25,879千円、繰延税金資産が9,280千円減少したことによるものでありあります。

（流動負債）

　当中間会計期間末における流動負債の残高は、163,369千円となり、前事業年度に比べて1,471千円減少いたし

ました。これは主に、未払金を除いた他の流動負債が10,157千円増加しましたが、委託費や修繕費の減少を中心

に未払金が11,628千円減少したことによるものであります。

（固定負債）

　当中間会計期間末における固定負債の残高は、446,508千円となり、前事業年度に比べて45,563千円減少いた

しました。これは主に、店舗の退店により長期預り保証金が34,651千円、約定返済に基づいて長期借入金が

12,200千円減少したことによるものであります。
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(3) 経営成績

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

（売上高）

　当事業年度の売上高は643,795千円と前事業年度に比べて7,771千円（1.2％）の減少となりました。これは主

として、光熱水費使用料が増えたものの、冷蔵庫・倉庫賃貸料、加工食品卸売団地賃貸料の減少によるもので

す。

（営業費用）

　当事業年度の営業費用は538,842千円と前事業年度に比べて12,695千円（2.4％）の増加となりました。これは

主として売上原価を構成する水道光熱費、修繕費及び委託費等の増加によるものです。

（営業外損益）

　当事業年度の営業外収益は、9,118千円と前事業年度に比べて62,601千円（87.3％）の減少となり、営業外費

用は、2,976千円と前事業年度に比べて1,361千円（31.4％）の減少となりました。営業外収益の減少は、主とし

て修繕引当金戻入益について、前事業年度は修繕計画の見直しによる修繕引当金の戻入であったため営業外収益

に計上しておりましたが、当事業年度は実行可能性の高い設備修繕計画を作成することが困難になったために修

繕引当金全額を取崩したことにより発生した戻入であるため、これを特別利益に計上したことによるものです。

営業外費用の減少は、借入金残高の減少に伴う支払利息の減少によるものです。

（特別損益）

　当事業年度の特別利益は、修繕引当金戻入益190,630千円が計上されたことにより、189,647千円の増加となり

ました。特別損失は、前事業年度において計上が有りませんでしたが、当事業年度において減損損失19,560千

円、民営化推進費用12,600千円、関係会社株式評価損7,000千円及び固定資産売却損2,814千円が計上されており

ます。

　以上の結果、当期純利益は、162,534千円と前事業年度に比べて40,770千円（33.5％）の増加となりました。

 

第41期中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

（売上高）

　当中間会計期間の売上高は、主な売上として、加工食品卸売団地賃貸料及び光熱水費使用料あわせて257,447

千円が計上され、301,982千円となりました。

（営業費用）

　当中間会計期間の営業費用は、主な費用として、管理費用である委託費、光熱水費、人件費や減価償却費等あ

わせて188,430千円が計上され、265,095千円となりました。

（営業外損益）

　当中間会計期間の営業外収益は、606千円、営業外費用は1,123千円となりました。営業外費用はすべて支払利

息であります。

（特別損失）

　当中間会計期間の特別損失は、固定資産譲渡損2,919千円、固定資産除却損4,647千円、民営化推進費用7,876

千円が計上され、15,443千円となりました。

　以上の結果、当中間会計期間の中間純利益は12,348千円となりました。

 

(4) キャッシュ・フローの状況

キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２　事業の状況　１．業績等の概要　（２）キャッシュ・フ

ロー」に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度に実施した設備投資の総額は、3,464千円でありますが、主な内訳は、加工食品卸売団地内設備の更新

工事、駐車場増設工事等であります。

　また、当事業年度における重要な設備の譲渡は、平成25年12月に譲渡した大阪府茨木市の立体駐車場22,084千円

（前期末簿価）であります。

 

２【主要な設備の状況】

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　平成26年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業内容
設備
の内容

帳簿価額
従業
員数
（人）

土地
（千円）
(面積㎡)

建物
（千円）

構築物
（千円）

車両運搬具
（千円）

工具、器具
及び備品
（千円）

合計
（千円）

本社

（大阪府茨

木市）

大阪府中央卸売市

場付設関連食品卸

売団地の管理運営

及び倉庫・店舗の

賃貸

事務所、倉

庫、店舗等

1,772,168

(48,763.65)
497,864 16,272 1,668 3,406 2,291,380

9

(1)

同上

大阪府中央卸売市

場における店舗等

の賃貸

店舗、冷蔵

庫、倉庫等
－ 8,743 4 － 59 8,806 －

同上 土地の賃貸 土地
207,748

(5,561.55)
－ － － － 207,748 －

（注）１.投下資本の金額は、有形固定資産の平成26年３月31日現在の帳簿価額であります。

２.上記金額には消費税等は含まれておりません。

３.従業員の（　）は、臨時雇用者数を外書きしております。

 

第41期中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　当中間会計期間において、以下の主要な設備を譲渡しております。

事業所名

（所在地）
設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数

（人）建物 構築物
工具、器具

及び備品
合計

本社（大阪府茨木市） 市場内施設等 2,856 4 59 2,919 －

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．上記金額は、前事業年度末に実施した減損後の帳簿価額であり、減損損失は13,107千円であります。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について
(1）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号　以下「財

務諸表等規則」という）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年

３月31日）及び当事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任あずさ監

査法人により監査を受けております。

　また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30

日まで）の中間財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による中間監査を受けております。

 

３．連結財務諸表及び中間連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表及び中間連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、財務諸表の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、監査法人との連携に加

えて、会計基準等の改正についての対応は、会計及びディスクロージャー業務委託会社から的確な指導を受けており

ます。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 207,198 245,755

受取手形 187 －

前払費用 6,273 5,016

繰延税金資産 3,397 1,139

未収入金 38,933 36,971

未収還付法人税等 － 11,801

その他 712 514

貸倒引当金 △1,000 －

流動資産合計 255,701 301,199

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※1,※2 565,968 ※1,※2 506,607

構築物（純額） ※2 39,689 ※2 16,276

車両運搬具（純額） ※2 3,311 ※2 1,668

工具、器具及び備品（純額） ※2 4,995 ※2 3,465

土地 ※1 1,979,916 ※1 1,979,916

有形固定資産合計 2,593,882 2,507,935

無形固定資産   

電話加入権 827 827

無形固定資産合計 827 827

投資その他の資産   

関係会社株式 7,000 －

出資金 800 800

繰延税金資産 138,803 45,945

差入保証金 226 226

投資その他の資産合計 146,829 46,971

固定資産合計 2,741,538 2,555,734

資産合計 2,997,240 2,856,933
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  （単位：千円）

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

負債の部   

流動負債   

短期借入金 ※1 140,000 ※1 90,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1 33,700 ※1 21,200

未払金 31,819 37,835

未払法人税等 14,199 －

前受金 2,750 2,750

預り金 6,355 5,464

賞与引当金 5,670 5,547

その他 4,605 2,043

流動負債合計 239,100 164,841

固定負債   

長期借入金 ※1 33,400 ※1 12,200

退職給付引当金 77,713 71,824

修繕引当金 190,630 －

長期預り保証金 413,028 408,047

固定負債合計 714,771 492,071

負債合計 953,872 656,912

純資産の部   

株主資本   

資本金 300,000 300,000

利益剰余金   

利益準備金 41,326 41,914

その他利益剰余金   

別途積立金 1,400,000 1,400,000

繰越利益剰余金 307,941 464,006

利益剰余金合計 1,749,268 1,905,920

自己株式 △5,900 △5,900

株主資本合計 2,043,368 2,200,020

純資産合計 2,043,368 2,200,020

負債純資産合計 2,997,240 2,856,933

 

EDINET提出書類

株式会社大阪府食品流通センター(E27675)

訂正有価証券届出書（通常方式）

13/53



【中間貸借対照表】

 （単位：千円）

 
当中間会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 244,502

前払費用 2,400

繰延税金資産 2,391

未収入金 45,927

その他 967

貸倒引当金 △400

流動資産合計 295,790

固定資産  

有形固定資産  

建物（純額） ※１,※２ 482,072

構築物（純額） ※２ 15,545

車両運搬具（純額） ※２ 1,253

工具、器具及び備品（純額） ※２ 3,268

土地 ※１ 1,979,916

有形固定資産合計 2,482,056

無形固定資産  

電話加入権 827

無形固定資産合計 827

投資その他の資産  

出資金 800

繰延税金資産 36,665

差入保証金 226

投資その他の資産合計 37,691

固定資産合計 2,520,574

資産合計 2,816,365

負債の部  

流動負債  

短期借入金 ※１ 90,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 22,800

未払金 26,206

未払法人税等 1,345

前受金 2,750

預り金 6,565

賞与引当金 5,627

その他 ※３ 8,075

流動負債合計 163,369

固定負債  

退職給付引当金 73,112

長期預り保証金 373,395

固定負債合計 446,508

負債合計 609,878
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 （単位：千円）

 
当中間会計期間

(平成26年９月30日)

純資産の部  

株主資本  

資本金 300,000

利益剰余金  

利益準備金 42,502

その他利益剰余金  

別途積立金 1,400,000

繰越利益剰余金 469,884

利益剰余金合計 1,912,386

自己株式 △5,900

株主資本合計 2,206,486

純資産合計 2,206,486

負債純資産合計 2,816,365
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高 651,566 643,795

売上原価 451,413 478,191

売上総利益 200,152 165,603

販売費及び一般管理費 ※1 74,733 ※1 60,650

営業利益 125,419 104,952

営業外収益   

受取利息 84 52

修繕引当金戻入益 67,710 －

退職給付引当金戻入益 － 5,889

受取保険金 － 2,250

その他 3,925 927

営業外収益合計 71,720 9,118

営業外費用   

支払利息 4,338 2,976

営業外費用合計 4,338 2,976

経常利益 192,801 111,095

特別利益   

固定資産売却益 ※2 982 －

修繕引当金戻入益 － ※２ 190,630

特別利益合計 982 190,630

特別損失   

固定資産売却損 － ※３ 2,814

減損損失 － ※４ 19,560

民営化推進費用 － ※５ 12,600

関係会社株式評価損 － ※６ 7,000

特別損失合計 － 41,975

税引前当期純利益 193,784 259,750

法人税、住民税及び事業税 29,200 2,100

法人税等調整額 42,820 95,115

法人税等合計 72,020 97,215

当期純利益 121,763 162,534
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【売上原価明細書】

 
前事業年度

（自　平成24年4月１日
　　至　平成25年3月31日）

当事業年度
（自　平成25年4月１日

　　至　平成26年3月31日）

区　分 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％）

人件費 55,299 12.3 41,280 8.6

水道光熱費 112,952 25.0 134,943 28.2

委託費 101,612 22.5 121,402 25.4

減価償却費 79,490 17.6 67,036 14.0

租税公課 69,677 15.4 69,026 14.4

修繕費 12,825 2.8 26,143 5.5

その他の経費 19,555 4.4 18,358 3.9

売上原価 451,413 100.0 478,191 100.0

 

EDINET提出書類

株式会社大阪府食品流通センター(E27675)

訂正有価証券届出書（通常方式）

17/53



【中間損益計算書】

 （単位：千円）

 
当中間会計期間

(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 301,982

売上原価 ※１ 232,059

売上総利益 69,923

販売費及び一般管理費 33,036

営業利益 36,887

営業外収益 606

営業外費用 ※２ 1,123

経常利益 36,369

特別損失 ※３ 15,443

税引前中間純利益 20,926

法人税、住民税及び事業税 550

法人税等調整額 8,027

法人税等合計 8,577

中間純利益 12,348

 

EDINET提出書類

株式会社大阪府食品流通センター(E27675)

訂正有価証券届出書（通常方式）

18/53



③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

       （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 300,000 － － 40,738 1,400,000 192,648 1,633,386 △5,900 1,927,486

当期変動額          

剰余金の配当    588  △6,470 △5,882  △5,882

当期純利益      121,763 121,763  121,763

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － 588 － 115,293 115,881 － 115,881

当期末残高 300,000 － － 41,326 1,400,000 307,941 1,749,268 △5,900 2,043,368

 

     

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 － － － 1,927,486

当期変動額     

剰余金の配当    △5,882

当期純利益    121,763

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

－ － － －

当期変動額合計 － － － 115,881

当期末残高 － － － 2,043,368
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当事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

       （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 300,000 － － 41,326 1,400,000 307,941 1,749,268 △5,900 2,043,368

当期変動額          

剰余金の配当    588  △6,470 △5,882  △5,882

当期純利益      162,534 162,534  162,534

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － 588 － 156,064 156,652 － 156,652

当期末残高 300,000 － － 41,914 1,400,000 464,006 1,905,920 △5,900 2,200,020

 

     

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 － － － 2,043,368

当期変動額     

剰余金の配当    △5,882

当期純利益    162,534

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

－ － － －

当期変動額合計 － － － 156,652

当期末残高 － － － 2,200,020
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【中間株主資本等変動計算書】

当中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

      （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 300,000 － － 41,914 1,400,000 464,006 1,905,920

当中間期変動額        

剰余金の配当    588  △6,470 △5,882

中間純利益      12,348 12,348

株主資本以外の項目の当中間

期変動額（純額）
       

当中間期変動額合計 － － － 588 － 5,878 6,466

当中間期末残高 300,000 － － 42,502 1,400,000 469,884 1,912,386

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 自己株式

株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △5,900 2,200,020 - - - 2,200,020

当中間期変動額       

剰余金の配当  △5,882    △5,882

中間純利益  12,348    12,348

株主資本以外の項目の当中間

期変動額（純額）
  - - - -

当中間期変動額合計 - 6,466 - - - 6,466

当中間期末残高 △5,900 2,206,486 - - - 2,206,486
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 193,784 259,750

減価償却費 79,490 67,036

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,000 △1,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） △33,308 △5,889

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,203 △122

修繕引当金の増減額（△は減少） △93,060 △190,630

受取利息及び受取配当金 △84 △52

支払利息 4,338 2,976

減損損失 － 19,560

固定資産売却損益（△は益） △982 2,814

関係会社株式評価損 － 7,000

売上債権の増減額（△は増加） 4,279 2,148

預り保証金の増減額（△は減少） △21,671 △4,981

その他の資産の増減額（△は増加） 237 1,120

その他の負債の増減額（△は減少） △25,440 4,544

未払消費税等の増減額（△は減少） 377 △2,562

小計 104,756 161,713

利息及び配当金の受取額 84 52

利息の支払額 △4,131 △2,839

法人税等の支払額 △34,198 △28,101

営業活動によるキャッシュ・フロー 66,511 130,825

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △10,000 △10,000

定期預金の払戻による収入 10,000 10,000

貸付金の回収による収入 1,365 197

有形固定資産の取得による支出 △41,823 △2,883

有形固定資産の売却による収入 1,200 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △39,257 △2,686

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △50,000

長期借入金の返済による支出 △71,200 △33,700

配当金の支払額 △5,882 △5,882

財務活動によるキャッシュ・フロー △77,082 △89,582

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △49,828 38,556

現金及び現金同等物の期首残高 247,026 197,198

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 197,198 ※ 235,755
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【中間キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
当中間会計期間

(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前中間純利益 20,926

減価償却費 18,799

貸倒引当金の増減額（△は減少） 400

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,288

賞与引当金の増減額（△は減少） 79

受取利息及び受取配当金 △14

支払利息 1,123

固定資産譲渡損益（△は益） 2,919

固定資産除却損 4,647

売上債権の増減額（△は増加） △8,955

預り保証金の増減額（△は減少） △34,651

その他の流動資産の増減額（△は増加） 2,514

その他の流動負債の増減額（△は減少） △8,171

未払消費税等の増減額（△は減少） 4,730

小計 5,635

利息及び配当金の受取額 14

利息の支払額 △940

法人税等の還付額 12,450

法人税等の支払額 △326

営業活動によるキャッシュ・フロー 16,832

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △1,067

貸付けによる支出 △1,000

貸付金の回収による収入 464

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,602

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の返済による支出 △10,600

配当金の支払額 △5,882

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,482

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,252

現金及び現金同等物の期首残高 235,755

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 234,502
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【注記事項】

（重要な会計方針）

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産

　　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

　建物　　　　10年～39年

　構築物　　 10年～40年

 

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

（３）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

（４）修繕引当金

　将来見込まれる設備の大規模修繕に備えるため、設備改修計画に基づき計上しております。

 

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資であります。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜処理によっております。

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産

　　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

　建物　　　　10年～39年

　構築物　　 10年～40年
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３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

（３）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

（４）修繕引当金

　将来見込まれる設備の大規模修繕に備えるため、設備改修計画に基づき計上しております。

 

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資であります。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜処理によっております。
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（会計方針の変更）

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

（減価償却方法の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、

改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております、

　なおこれに基づく影響額は軽微であります。

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

 

 

（未適用の会計基準等）

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

 

 

（表示方法の変更）

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

 

 

（会計上の見積りの変更）

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

 

 

（追加情報）

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項は有りません。
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（貸借対照表関係）

第39期事業年度（平成25年３月31日）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

建物 532,017千円

土地 1,767,140

計 2,299,157

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

短期借入金 140,000千円

1年内返済予定の長期借入金 33,700

長期借入金 33,400

計 207,100

 

※２　減価償却累計額は次のとおりであります。

　有形固定資産の減価償却累計額 5,072,977千円

 

第40期事業年度（平成26年３月31日）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

建物 497,875千円

土地 1,767,140

計 2,265,015

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

短期借入金 90,000千円

1年内返済予定の長期借入金 21,200

長期借入金 12,200

計 123,400

 

※２　減価償却累計額は次のとおりであります。

　有形固定資産の減価償却累計額 5,123,027千円

 

EDINET提出書類

株式会社大阪府食品流通センター(E27675)

訂正有価証券届出書（通常方式）

27/53



（損益計算書関係）

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は13.8％、一般管理費に属する費用のおおよその割合は86.2％で

あります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　役員報酬 8,840千円

　給料手当 18,259

　賞与引当金繰入 1,417

　退職給付費用 8,445

　福利厚生費 12,165

　広告宣伝費 10,278

 

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　車両運搬具 982千円

計 982

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は16.9％、一般管理費に属する費用のおおよその割合は83.1％で

あります。

販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　役員報酬 8,448千円

　給料手当 14,478

　賞与引当金繰入 1,849

　福利厚生費 10,287

　広告宣伝費 10,222

 

※２　修繕引当金戻入益

修繕引当金は、将来見込まれる設備の大規模修繕に備えるため、設備改修計画に基づき計上しておりました

が、大阪府が公募手続を実施することにより大株主が変わる可能性が高いこと、及び当事業年度中の改修実績

等を踏まえると、実行可能性の高い設備改修計画を作成することが困難になったため、その全額を取崩したも

のであります。

 

※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

　建物 2,814千円

計 2,814

 

※４　減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

大阪府茨木市 　市場内施設等 建物、構築物及び器具備品

大阪府茨木市 　冷蔵庫 建物

当社は、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出

す単位として、会社全体を1つのグループとしてみなしております。

　当事業年度において上記施設の無償譲渡が決定され、投資額の回収が見込めなくなったため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（19,560千円）として特別損失に計上しました。その内訳は、

建物19,276千円、構築物18千円、器具備品264千円であります。

なお当該資産の譲渡は、冷蔵庫については平成26年11月１日を予定しており、それ以外の資産は平成26年７

月１日に無償譲渡されております。また、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フ

ローに基づき算定しております。

 

EDINET提出書類

株式会社大阪府食品流通センター(E27675)

訂正有価証券届出書（通常方式）

28/53



※５　民営化推進費用

　民営化推進費用は、大阪府が実施する株式会社大阪府食品流通センター株式売却公募手続に係る費用であ

り、内容は有価証券届出書作成関連費用であります。

 

※６　関係会社株式評価損

　関係会社株式評価損は、株式会社北部冷蔵サービスセンターの株式に係る評価損であります。

 

 

 

（株主資本等変動計算書関係）

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 600,000 － － 600,000

合計 600,000 － － 600,000

自己株式     

普通株式 11,800 － － 11,800

合計 11,800 － － 11,800

 

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月19日

定時株主総会
普通株式 5,882 10 平成24年３月31日 平成24年６月20日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総

額
（千円）

配当の原資
１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月18日

定時株主総会
普通株式 5,882 利益剰余金 10 平成25年３月31日 平成25年６月19日

 

EDINET提出書類

株式会社大阪府食品流通センター(E27675)

訂正有価証券届出書（通常方式）

29/53



第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 600,000 － － 600,000

合計 600,000 － － 600,000

自己株式     

普通株式 11,800 － － 11,800

合計 11,800 － － 11,800

 

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月18日

定時株主総会
普通株式 5,882 10 平成25年３月31日 平成25年６月19日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当た
り配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月17日

定時株主総会
普通株式 5,882 利益剰余金 10 平成26年３月31日 平成26年６月18日

 

 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 207,198千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10,000

現金及び現金同等物 197,198

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 245,755千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △10,000

現金及び現金同等物 235,755
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（リース取引関係）

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　重要性がないため、記載を省略しております。

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　重要性がないため、記載を省略しております。
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（金融商品関係）

第39期事業年度（平成25年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社は、主として不動産賃貸事業を行うための投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を

調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入

により調達しております。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形・未収入金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、ほとんどが１年以

内の回収期日となっております。また未払金は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は、主に設備投資に係

る資金調達であります。またすべてが変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されております。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

　① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　営業債権については、滞納処理マニュアルに従い、業務課が定期的に取引先のモニタリングを行い、取

引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクに晒されているため、たえず金利動向を把握し残高を管

理しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理

　当社では、業務課からの報告に基づき総務課が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動

性の維持等により流動性リスクを管理しております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 207,198 207,198 －

(2）受取手形 187 187 －

(3）未収入金 38,933 38,933 －

資産計 246,318 246,318 －

(1）未払金 31,819 31,819 －

(2）短期借入金 140,000 140,000 －

(3）未払法人税等 14,199 14,199 －

(4）長期借入金（※） 67,100 67,677 577

(5）長期預り保証金 16,500 14,809 △1,690

負債計 269,619 268,506 △1,112

　　※　長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金が含まれております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形、(3）未収入金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

負　債

(1）未払金、(2）短期借入金、（3）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4）長期借入金

　当該時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。

(5) 長期預り保証金

　　定期借地権契約期間に基づき、国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
貸借対照表計上額

（千円）

関係会社株式 7,000

出資金 800

差入保証金 226

長期預り保証金 396,528

　関係会社株式、出資金については市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、上表に含めておりません。

　また、上記の差入保証金、長期預り保証金については、具体的な返還予定日が不明であるなど、時価を把

握することが極めて困難と認められるため、上表に含めておりません。

 

３．金銭債権の決算日後の償還予定額

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 207,198 － － －

受取手形 187 － － －

未収入金 38,933 － － －

合計 246,318 － － －

 

４．長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

 ５年超
（千円）

短期借入金 140,000 － － － － －

長期借入金 33,700 21,200 12,200 － － －

合計 173,700 21,200 12,200 － － －
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第40期事業年度（平成26年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社は、主として不動産賃貸事業を行うための投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を

調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入

により調達しております。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である未収入金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、ほとんどが１年以内の回収期日

となっております。未収還付法人税等は、短期間で回収となる税金の還付であります。

また未払金は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は、主に設備投資に係

る資金調達であります。またすべてが変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されております。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

　① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　営業債権については、滞納処理マニュアルに従い、業務課が定期的に取引先のモニタリングを行い、取

引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクに晒されているため、たえず金利動向を把握し残高を管

理しております。

 

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理

　当社では、業務課からの報告に基づき総務課が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動

性の維持等により流動性リスクを管理しております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 245,755 245,755 －

(2）未収入金 36,971 36,971 －

(3) 未収還付法人税等 11,801 11,801 －

資産計 294,527 294,527 －

(1）未払金 37,835 37,835 －

(2）短期借入金 90,000 90,000 －

(3）長期借入金（※） 33,400 33,306 △93

(4）長期預り保証金 16,500 14,990 △1,509

負債計 177,735 176,132 △1,603

　　※　長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金が含まれております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法

資　産

(1）現金及び預金、(2）未収入金、（3）未収還付法人税等

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

負　債

(1）未払金、(2）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3）長期借入金

　当該時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しております。

(4) 長期預り保証金

　　定期借地権契約期間に基づき、国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
貸借対照表計上額

（千円）

関係会社株式 －

出資金 800

差入保証金 226

長期預り保証金 391,547

　関係会社株式、出資金については市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、上表に含めておりません。

　また、上記の差入保証金、長期預り保証金については、具体的な返還予定日が不明であるなど、時価を把

握することが極めて困難と認められるため、上表に含めておりません。

 

３．金銭債権の決算日後の償還予定額

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 245,755 － － －

未収入金 36,971 － － －

未収還付法人税等 11,801 － － －

合計 294,527 － － －

 

４．長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

 ５年超
（千円）

短期借入金 90,000 － － － － －

長期借入金 21,200 12,200 － － － －

合計 111,200 12,200 － － － －
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（有価証券関係）

第39期事業年度（平成25年３月31日）

子会社及び関連会社株式

　関連会社株式（前事業年度の貸借対照表計上額は7,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

第40期事業年度（平成26年３月31日）

１．子会社及び関連会社株式

　関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は－千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、記載しておりません。

 

２．減損処理を行った有価証券

　当事業年度において、関連会社株式について7,000千円の減損処理を実施しております。

時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の減損処理にあたっては、当該会社の財政状態及び経

営成績をもとに、回復可能性を総合的に勘案し、必要と認められる額について減損処理を行っております。

 

 

（デリバティブ取引関係）

第39期事業年度（平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

 

第40期事業年度（平成26年３月31日）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　退職一時金制度を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 　77,713千円

(2) 退職給付引当金 　77,713千円

 

３　退職給付費用に関する事項

 退職給付費用 　8,445千円

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　簡便法を採用しているため、基礎率等はありません。

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しております。

　退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。

　なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しておりま

す。

２　簡便法を適用した確定給付制度

（1）退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　退職給付引当金の期首残高 77,713千円

　退職給付費用 －千円

　退職給付引当金戻入額 △5,889千円

　退職給付の支払額 －千円

　退職給付引当金の期末残高 71,824千円

（注）当事業年度においては、退職給付引当金戻入額5,889千円を営業外収益に計上しております。

 

（2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

　非積立型制度の退職給付債務 71,824千円

貸借対照表に計上された負債と資
産の純額

71,824千円

 

　退職給付引当金 71,824千円

貸借対照表に計上された負債と資
産の純額

71,824千円

 

（3）退職給付費用

　簡便法で計算した退職給付費用 －千円

 

 

（ストック・オプション等関係）

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  

賞与引当金 　2,155千円

減価償却費 12,048

減損損失 29,974

退職給付引当金 27,696

未払事業税 1,242

修繕引当金 69,083

繰延税金資産合計 142,200

繰延税金負債合計 －

繰延税金資産の純額 142,200

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  

賞与引当金 1,977千円

減価償却費 10,881

減損損失 6,971

関係会社株式評価損 2,494

退職給付引当金 25,598

繰延税金資産合計 47,923

繰延税金負債  

未収還付事業税 △838

繰延税金負債合計 △838

繰延税金資産の純額 47,084

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」が平成26年３月31日に公布され、復興特別法人税の課税期間を１年

前倒しして終了することになりました。

これに伴い、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については、繰延税金資産

及び繰延税金負債を計算する法定実効税率が従来の38.01％から35.64％に変更されております。

なおその影響は軽微であります。

 

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社大阪府食品流通センター(E27675)

訂正有価証券届出書（通常方式）

38/53



（持分法損益等）

関連会社に対する投資に関する事項

第39期事業年度（平成25年３月31日）

関連会社に対する投資の金額 7,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額 10,050

持分法を適用した場合の投資損失（△）

の金額
△8,743

 

第40期事業年度（平成26年３月31日）

関連会社に対する投資の金額 －千円

持分法を適用した場合の投資の金額 －

持分法を適用した場合の投資損失（△）

の金額
△10,050
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（賃貸等不動産関係）

第39期事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

当社では、茨木市において、賃貸用の商業施設（土地を含む）を有しております。なお、賃貸用商業施設の

一部については、当該賃貸商業施設の付帯設備として施設管理のための設備棟等が存在するため、賃貸等不動産

として使用される部分を含む不動産としております。

賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変

動並びに決算日における時価及び当該時価の算定方法は、以下のとおりであります。

 （単位：千円）
 

 

 

貸借対照表計上額

期末の時価

期首残高 期中増減額 期末残高

賃貸等不動産として使用され
る部分を含む不動産

2,657,599 △72,024 2,585,575 2,497,000

（注）１.貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２.期中増減額のうち、当事業年度の主な増加額は設備更新工事等（3,464千円）であり、主な減少額は減価償

却費（75,488千円）であります。

３.期末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含

む。）であります。

 

また、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する平成25年３月期における損益は、次のとお

りであります。

(単位：千円)
 

 
賃貸収益 賃貸費用 差額 その他

賃貸等不動産として使用され
る部分を含む不動産

651,566 451,413 200,152 －

 

第40期事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

当社では、茨木市において、賃貸用の商業施設（土地を含む）を有しております。なお、賃貸用商業施設の

一部については、当該賃貸商業施設の付帯設備として施設管理のための設備棟等が存在するため、賃貸等不動産

として使用される部分を含む不動産としております。

賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変

動並びに決算日における時価及び当該時価の算定方法は、以下のとおりであります。

 （単位：千円）
 

 

 

貸借対照表計上額

期末の時価

期首残高 期中増減額 期末残高

賃貸等不動産として使用され
る部分を含む不動産

2,585,575 △82,773 2,502,801 2,361,333

（注）１.貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２.期中増減額のうち、当事業年度の主な増加額は設備更新工事等（3,062千円）であり、主な減少額は減損

損失（19,295千円）、減価償却費（63,726千円）、設備の譲渡（2,814千円）であります。

３.期末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含

む。）であります。

 

また、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する平成26年３月期における損益は、次のとお

りであります。

(単位：千円)
 

 
賃貸収益 賃貸費用 差額 その他(減損損失等)

賃貸等不動産として使用され
る部分を含む不動産

643,795 478,191 165,603 22,109
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

第39期事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

　当社では、施設の管理運営(附帯業務を含む)以外の重要なセグメントはありませんので、セグメント情報

の記載を省略しております。

 

第40期事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

　当社では、施設の管理運営(附帯業務を含む)以外の重要なセグメントはありませんので、セグメント情報

の記載を省略しております。

 

【関連情報】

第39期事業年度（自　平成24年４月1日　至　平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一のサービスの区分による外部顧客への売上高が、損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が、損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  
 

顧客の氏名又は名称 売上高（千円） 関連するセグメント名

　みくりや青果株式会社 84,240 　－

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　単一のサービスの区分による外部顧客への売上高が、損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が、損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  
 

顧客の氏名又は名称 売上高（千円） 関連するセグメント名

　みくりや青果株式会社 91,334 　－

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

該当事項はありません。

 
 
 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　重要性がないため記載を省略しております。

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　重要性がないため記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

 
第39期事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

第40期事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

１株当たり純資産額 3,473.93円 3,740.26円

１株当たり当期純利益金額 207.01円 276.32円

（注）１.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

２.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第39期事業年度

（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

第40期事業年度
（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益金額（千円） 121,763 162,534

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 121,763 162,534

期中平均株式数（株） 588,200 588,200

 

３.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
第39期事業年度

（平成25年３月31日）
第40期事業年度

（平成26年３月31日）

　純資産の部の合計額(千円) 2,043,368 2,200,020

　純資産の部の合計額から控除する金額(千円) － 　－

　普通株式に係る期末の純資産額(千円) 2,043,368 2,200,020

　１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
　普通株式の数(株)

588,200 588,200
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（重要な後発事象）

第39期事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　　 該当事項はありません。

 

第40期事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　　 該当事項はありません。
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

 

 

２．固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産

　定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物　　10年～39年

構築物　10年～40年

 

 

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、当中間会計期間に負担すべき支給見込額を計上しております。

（３）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生していると認められる額を計上しております。

（４）修繕引当金

　将来見込まれる設備の大規模修繕に備えるため、設備改修計画に基づき計上しております。

 

 

４．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資であります。

 

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜処理によっております。

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

 

（表示方法の変更）

　該当事項はありません。

 

 

（会計上の見積りの変更）

　該当事項はありません。

 

 

（追加情報）

　該当事項はありません。
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（中間貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

建物 476,525千円

土地 1,767,140

計 2,243,665

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

短期借入金 90,000千円

１年内返済予定の長期借入金 22,800

長期借入金 －

計 112,800

 

 

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額

当中間会計期間
（平成26年９月30日）

4,915,685千円

 

※３　消費税等の取扱い

　当中間会計期間において、仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表示しております。
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（中間損益計算書関係）

※１　減価償却実施額は、次のとおりであります。

 

当中間会計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

 

有形固定資産 18,799千円

  

 

 

※２　営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
当中間会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

支払利息 1,123千円

  

 

※３　特別損失のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
当中間会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

固定資産譲渡損  

建物 2,856千円

構築物 4千円

工具、器具及び備品 59千円

固定資産除却損  

建物 4,638千円

工具、器具及び備品 9千円

民営化推進費用 7,876千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 600,000 － － 600,000

合計 600,000 － － 600,000

自己株式     

普通株式 11,800 － － 11,800

合計 11,800 － － 11,800

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月17日

定時株主総会
普通株式 5,882 10 平成26年３月31日 平成26年６月18日

 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

 

 

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
当中間会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 244,502千円

預入期間が３か月を超える定期預金 10,000

現金及び現金同等物 234,502

 

（リース取引関係）

当中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　重要性がないため、記載を省略しております。
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（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

　中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

当中間会計期間（平成26年９月30日）

 
中間貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(１）現金及び預金 244,502 244,502 －

(２）未収入金 45,927 45,927 －

資産計 290,429 290,429 －

(１）未払金 26,206 26,206 －

（２）未払法人税等 1,345 1,345 －

(３）短期借入金 90,000 90,000 －

(４）１年内返済予定の長期借入金 22,800 22,800 －

(５）長期預り保証金 16,500 15,441 △1,058

負債計 156,852 155,793 △1,058

 

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

(１）現金及び預金、(２）未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

 

負債

(１）未払金、（２）未払法人税等、(３）短期借入金、（４）1年内返済予定の長期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(５) 長期預り保証金

　定期借地権契約期間に基づき、国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
貸借対照表計上額

（千円）

出資金 800

差入保証金 226

長期預り保証金 356,895

　出資金については市場価額がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もること等ができず、時価を把

握することが極めて困難と認められるものであるため、上表に含めておりません。

　差入保証金、長期預り保証金については、具体的な返還予定日が不明である等、時価を把握することが極

めて困難と認められるため、上表に含めておりません。

 

３．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。
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（有価証券関係）

当中間会計期間（平成26年９月30日）

１．子会社及び関連会社株式

　該当事項は有りません。

 

２．減損処理を行った有価証券

　該当事項は有りません。

 

 

 

 

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

 

 

（持分法損益等）

 
当中間会計期間

(平成26年９月30日)

関連会社に対する投資の金額 －千円

持分法を適用した場合の投資の金額 －千円

 

 
当中間会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

持分法を適用した場合の投資利益の
金額

－千円

 

（注）当社の関連会社でありました株式会社北部冷蔵サービスセンターについては、平成26年６月19日に当社が保

有するすべての株式を同社へ譲渡したため、当中間会計期間において同社は関連会社ではなくなりました。

 

 

 

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する中間貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、

次のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
当中間会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

中間貸借対照表計上額  

 期首残高 2,502,801

 期中増減額 △25,266

 中間期末残高 2,477,534

中間期末時価 2,293,500

（注）１．中間貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の期中増減額のうち、当中間会計期間の主な減少額は固定

資産譲渡損（2,860千円）、固定資産除却損（4,638千円）及び減価償費（17,767千円）であります。

３．中間期末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを

含む。）であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　当社では、施設の管理運営(附帯業務を含む)以外の重要なセグメントはありませんので、セグメント情

報の記載を省略しております。

 

【関連情報】

当中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　単一のサービスの区分による外部顧客への売上高が、中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が、中間損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の氏名又は名称 売上高（千円） 関連するセグメント名

みくりや青果株式会社 48,498 －

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当中間会計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。

 
当中間会計期間

（平成26年９月30日）

１株当たり純資産額 3,751.25円

 

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当中間会計期間

（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 20.99円

（算定上の基礎）  

中間純利益金額（千円） 12,348

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る中間純利益金額（千円） 12,348

普通株式の期中平均株式数（株） 588,200

（注）潜在株式調整後1株当たりの中間純利益額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

平成26年12月18日
 

株式会社大阪府食品流通センター
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任　あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北山　久恵　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三宅　潔　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社大阪府食品流通センターの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第41期事業年度の中間会計期間

（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中

間株主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行っ

た。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な

情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ

た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ

に基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一

部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表

の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択

及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示

に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社大阪府食品流通センターの平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平

成26年４月１日から平成26年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれておりません。
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